
公共事業の事業評価［期中の評価］

（国営土地改良事業等再評価）

評価書

平 成 ２ ２ 年 ８ 月



１ 政策評価の対象とした政策

次のいずれかの時期に該当する事業地区の中から再評価を実施した。

①事業採択後５年が経過した時点で未着手の事業

②事業採択後10年が経過した時点で継続中の事業

③事業採択後５年が経過した時点で継続中であって、地方農政局長が社会経済情勢の動向

等を踏まえて予備的な検討を行い、再評価を行うことが必要と認めた事業

④事業採択後10年を超えて継続しており、直近の再評価実施年度から５年が経過した事業

再評価を実施した地区は５地区であり、事業種別の実施地区数及び地区名は次のとおりであ

る。

【国営かんがい排水事業】…３地区

②事業採択後10年が経過した時点で継続中の事業

筑後川下流白石平野（佐賀県）
ちくごがわかりゆうしろいしへ い や

④事業採択後10年を超えて継続しており、直近の再評価実施年度から５年が経過した事業

佐渡（新潟県）、宮川用水第二期（三重県）
さ ど みやがわようすいだい に き

【国営農地再編整備事業】…１地区

②事業採択後10年が経過した時点で継続中の事業

亀岡（京都府）
かめおか

【直轄海岸保全施設整備事業】…１地区

②事業採択後10年が経過した時点で継続中の事業

玉名横島（熊本県）
た ま なよこしま
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２ 政策評価を担当した部局及びこれを実施した時期

本評価は、農林水産省及び各地方農政局において、平成22年４月から８月までの期間に実施

した。

各事業地区ごとの担当部局は、別表１に示すとおりである。

３ 政策評価の観点

国営土地改良事業等再評価については、事業の効率的な執行及び透明性の確保を図る観点か

ら、事業採択後、一定期間ごとに当該事業をとりまく諸情勢の変化を踏まえた評価を行い、必

要に応じて事業の見直し等の検討を行うこととしている。

具体的には、各事業地区毎に以下に掲げる項目を評価の観点として基礎資料を作成し、これ

らを基に評価を行った。

ア 事業の進捗状況

イ 関連事業の進捗状況

ウ 社会経済情勢の変化

エ 事業計画の次に掲げる重要な部分の変更の必要性の有無

(ｱ) 事業の施行に係る地域、(ｲ) 主要工事計画、(ｳ) 事業費

オ 費用対効果分析

カ 環境との調和への配慮

キ 事業コスト縮減等の可能性

４ 政策効果の把握の手法及びその結果

効果の把握については、前項に示した基礎資料を基に、以下の手順により実施した。

①各地方農政局において、関係団体（関係する地方公共団体、土地改良区その他予定管理者）

の意見を文書により聴取した上で、基礎資料を基に費用対効果分析を実施するとともに、

対象事業の継続、事業計画の変更、対象事業の中止、関係団体への要請その他事業の効率

的な実施のために執るべき措置等に関し、再評価を実施。

②各地方農政局において、技術検討会へ再評価結果を諮問し、その意見を受ける。

③各地方農政局長は、再評価結果及び技術検討会の意見を踏まえ、翌年度以降の対象事業の

実施方針原案を作成し、再評価結果、技術検討会の意見及び実施方針原案を農林水産省農

村振興局長に報告。

④農村振興局長は、地方農政局長から報告のあった実施方針原案等について検討し、翌年度

以降の対象事業の実施方針案を作成。

効果の把握結果は、「地区別評価結果」のとおりである。
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５ 学識経験を有する者の知見の活用に関する事項

各地方農政局ごとに学識経験者等から構成される技術検討会を設置し、各委員の専門的見地

からの意見を聴取し、評価の客観性及び透明性の確保を図った。

各地方農政局ごとに平成22年４月～８月にかけて開催された技術検討会では、各事業地区の

現地調査を行うとともに、２～３回の委員会における審議を経て、委員意見のとりまとめがな

された。

技術検討会委員名簿は別表２のとおりである。

また、各事業地区ごとの技術検討会の意見は、「地区別評価結果」に記載している。

６ 政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報に関する事項

本評価を行う過程において使用した資料は、基礎資料、技術検討会説明資料、関係団体への

意見聴取結果であり、資料に基づき評価した内容を「地区別評価結果」に集約している。

「地区別評価結果」を含め技術検討会で使用した資料は、各地方農政局のホームページ等に

おいて公表している。

また、技術検討会の議事概要及び議事録は、各地方農政局のホームページにおいて公表してい

る（ホームページアドレスは別表３のとおり）。

７ 政策評価の結果

評価を実施した５地区について、現計画に即して事業を推進する地区が５地区となった。

評価結果を踏まえ、引き続きコスト縮減に努め、環境との調和に配慮しつつ事業効果の早期

発現を図ることを今後の事業における改善方針とする。

各事業地区ごとの今後の事業実施方針の要旨は、別表１に示すとおりである。
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別表１

平成22年度 公共事業の事業評価［期中の評価］（国営土地改良事業等再評価）

結果一覧表

事業名 地区名 関係 事業 担当部局 実施方針（要旨）

都道府県 主体

国営かんがい 佐渡 新潟県 国 農村振興局水資源課 事業計画に基づき、
さ ど

排水事業 及び北陸農政局 事業を着実に推進する。

国営かんがい 宮川用水第二期 三重県 国 農村振興局水資源課 事業計画に基づき、
み や が わ よ う す い だ い に き

排水事業 及び東海農政局 事業を着実に推進する。

国営かんがい 筑後川下流 佐賀県 国 農村振興局水資源課 事業計画に基づき、
ち く ご が わ かりゆう

排水事業 白石平野 及び九州農政局 事業を着実に推進する。
し ろ い し へ い や

国営農地再編 亀岡 京都府 国 農村振興局農地資源課 事業計画に基づき、
か め お か

整備事業 及び近畿農政局 事業を着実に推進する。

直轄海岸保全 玉名横島 熊本県 国 農村振興局防災課 事業計画に基づき、
た ま な よ こ し ま

施設整備事業 及び九州農政局 事業を着実に推進する。
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別表２

平成22年度 公共事業の事業評価［期中の評価］（国営土地改良事業等再評価）

技術検討会名簿（50音順）

■北陸農政局

氏 名 専門分野 所 属 備考

青海 万里子 消 費 者 コープいしかわ副理事長
あお み ま り こ

酒井 富夫 農業経済 富山大学教授
さか い とみ お

鷲見 英司 経 営 新潟大学准教授
すみ えいじ

丸山 利輔 農業土木 石川県立大学名誉教授 委員長
まるやま としすけ

三沢 眞一 環 境 新潟大学教授
み さわ しんいち

水上 聡子 地域計画 （株）地域計画連合福井ワーキングルーム代表
みずかみ さと こ

■東海農政局

氏 名 専門分野 所 属 備考

大野 研 環 境 三重大学生物資源学部准教授
おおの けん

境田 未緒 マスコミ 中日新聞社編集局生活部記者
さかいだ みお

竹谷 裕之 農業経済 名古屋大学名誉教授
たけ や ひろゆき

月岡 存 農業土木 三重大学名誉教授 委員長
つきおか すすむ

福島 礼子 地域づくり ケーブルネット鈴鹿 ディレクター
ふくしま れいこ

■近畿農政局

氏 名 専門分野 所 属 備考

河地 利彦 農業土木 京都大学大学院農学研究科教授 委員長
か わ ち としひこ

伊庭 晴彦 農業経済 神戸大学大学農学研究科准教授
いば はるひこ

小林 圭介 環 境 滋賀県立大学名誉教授
こばやし けいすけ

三沢 邦子 消費生活 (社)日本消費生活アドバイザー・コンサルタント
み さ わ く に こ

協会西日本支部長

古谷 千絵 マスコミ ジャーナリスト
ふるたに ちえ

■九州農政局

氏 名 専門分野 所 属 備考

井上 眞理 農 学 九州大学大学院農学研究院教授
いのうえ ま り

小河原 孝生 環境(生態系) ＮＰＯ法人生態教育センター理事長
お が わ ら た か お

加藤 治 農業土木 佐賀大学名誉教授 委員長
か と う おさむ

福田 晋 農業経済 九州大学大学院農学研究院教授
ふくだ すすむ

星子 邦子 消費者代表 ＮＰＯ法人ワークショップ「いふ」代表
ほ し こ く に こ

籾井 和朗 環境(農村環境) 鹿児島大学農学部教授
も み い かずろう
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別表３

問合せ先及びホームページアドレス

■農林水産省本省 問合せ先

問合せ先
事 業 名

担当課 担当者名

全 体 水資源課 難波、足立（内線5594）

国営かんがい排水事業（農林水産省、離島、奄美） 水資源課 難波、足立（内線5594）

国営農地再編整備事業 農地資源課 長山、松山（内線5611）

直轄海岸保全施設整備事業 防災課 久保、若田（内線5511）

電話（代表）03－3502－8111 ホームページアドレス http://www.maff.go.jp

■各地方農政局等 問合せ先

問合せ先
農 政 局 名

担 当 窓 口 担当者名

北陸農政局 整備部 設計課 事業調整室 井上
代表 076-263-2161、直通 076-232-4722 （内線 3513)
http://www.maff.go.jp/hokuriku/

東海農政局 整備部 設計課 農業土木専門官 菊池
代表 052-201-7271、直通 052-223-4634 （内線 2623)
http://www.maff.go.jp/tokai/

近畿農政局 整備部 設計課 事業調整室 秋吉
代表 075-451-9161、直通 075-414-9513 （内線 2520)
http://www.maff.go.jp/kinki/

九州農政局 整備部 設計課 事業調整室 松本
代表 096-353-3561、直通 096-353-7488 （内線 4620)
http://www.maff.go.jp/kyusyu/
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